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Ⅰ 財務書類の作成にあたって

 

  本市では、平成

年度分からは、平成

の数値を基礎とする「総務省方式改訂モデル」により

  その後、

国的に進められましたが、財務書類の作成方式が複数あるため

難しいこと

このため、

て（大臣通知）」を示し、原則として平成

の地方公共団体において

  この総務省の要請を受け、

財務書類を作成・

  この財務書類の作成により

おいて得られる情報を有効活用することで

き「持続可能な行財政運営」に努めてまいりたいと考えております。

 

 １ 「統一的な基準」の特徴

(1) 会計処理として

(2) 原則として

金取引

的かつ公正価値により

  (3) 全国統一の基準であるため、団体間での比較が可能となります。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 作成基準日

   作成基準日は

の出納整理期間中に整理した収支は基準日までに終了したものとして処理しています。

財務書類の作成にあたって

では、平成

年度分からは、平成

の数値を基礎とする「総務省方式改訂モデル」により

その後、国の資産・債務改革の流れを受け

国的に進められましたが、財務書類の作成方式が複数あるため

ことなどの課題がありました。

このため、総務省は

て（大臣通知）」を示し、原則として平成

の地方公共団体において

この総務省の要請を受け、

財務書類を作成・

この財務書類の作成により

おいて得られる情報を有効活用することで

き「持続可能な行財政運営」に努めてまいりたいと考えております。

「統一的な基準」の特徴

会計処理として

原則として

金取引（歳入、

かつ公正価値により

全国統一の基準であるため、団体間での比較が可能となります。

 

作成基準日 

作成基準日は

の出納整理期間中に整理した収支は基準日までに終了したものとして処理しています。

財務書類の作成にあたって

では、平成 11 年度決算分から

年度分からは、平成 18 年 8

の数値を基礎とする「総務省方式改訂モデル」により

国の資産・債務改革の流れを受け

国的に進められましたが、財務書類の作成方式が複数あるため

などの課題がありました。

総務省は平成 27

て（大臣通知）」を示し、原則として平成

の地方公共団体において「統一

この総務省の要請を受け、

財務書類を作成・公表しています

この財務書類の作成により

おいて得られる情報を有効活用することで

き「持続可能な行財政運営」に努めてまいりたいと考えております。

「統一的な基準」の特徴

会計処理として、民間企業と同様の複式簿記による

原則として現存する全ての固定資産を洗い出し

（歳入、歳出）に加え、ストック情報

かつ公正価値により把握することができます。

全国統一の基準であるため、団体間での比較が可能となります。

 

 

作成基準日は平成 29 年度末（

の出納整理期間中に整理した収支は基準日までに終了したものとして処理しています。

財務書類の作成にあたって 

年度決算分から「

8 月に示された国の指針に基づき、昭和

の数値を基礎とする「総務省方式改訂モデル」により

国の資産・債務改革の流れを受け

国的に進められましたが、財務書類の作成方式が複数あるため

などの課題がありました。

27 年 1 月、

て（大臣通知）」を示し、原則として平成

「統一的な基準」による

この総務省の要請を受け、本市においても

しています。 

この財務書類の作成により、資産・債務のより適切な管理を図るとともに、

おいて得られる情報を有効活用することで

き「持続可能な行財政運営」に努めてまいりたいと考えております。

「統一的な基準」の特徴 

民間企業と同様の複式簿記による

現存する全ての固定資産を洗い出し

に加え、ストック情報

把握することができます。

全国統一の基準であるため、団体間での比較が可能となります。

 

年度末（平成

の出納整理期間中に整理した収支は基準日までに終了したものとして処理しています。

1 

「総務省（旧自治省）モデル

月に示された国の指針に基づき、昭和

の数値を基礎とする「総務省方式改訂モデル」により

国の資産・債務改革の流れを受けた地方公会計の整備（財務書類の作成）は全

国的に進められましたが、財務書類の作成方式が複数あるため

などの課題がありました。 

月、「統一的な基準による地方

て（大臣通知）」を示し、原則として平成 27 年度から平成

基準」による

本市においても平成

 

、資産・債務のより適切な管理を図るとともに、

おいて得られる情報を有効活用することで財政運営に関するマジメント力を高め、

き「持続可能な行財政運営」に努めてまいりたいと考えております。

民間企業と同様の複式簿記による

現存する全ての固定資産を洗い出し

に加え、ストック情報

把握することができます。

全国統一の基準であるため、団体間での比較が可能となります。

 

平成 30 年 3 月

の出納整理期間中に整理した収支は基準日までに終了したものとして処理しています。

総務省（旧自治省）モデル

月に示された国の指針に基づき、昭和

の数値を基礎とする「総務省方式改訂モデル」により財務書類を

地方公会計の整備（財務書類の作成）は全

国的に進められましたが、財務書類の作成方式が複数あるため

「統一的な基準による地方

年度から平成

基準」による財務書類等を作成するよう要請しました。

平成 28 年度決算

、資産・債務のより適切な管理を図るとともに、

財政運営に関するマジメント力を高め、

き「持続可能な行財政運営」に努めてまいりたいと考えております。

民間企業と同様の複式簿記による

現存する全ての固定資産を洗い出し、固定資産台帳を整備することで、現

に加え、ストック情報（資産、負債、純資産の期末残高）

把握することができます。 

全国統一の基準であるため、団体間での比較が可能となります。

 

月 31 日）とし、

の出納整理期間中に整理した収支は基準日までに終了したものとして処理しています。

総務省（旧自治省）モデル」

月に示された国の指針に基づき、昭和 44

財務書類を作成･公表しています。

地方公会計の整備（財務書類の作成）は全

国的に進められましたが、財務書類の作成方式が複数あるため、地方公共団体間の比較が

「統一的な基準による地方公会計の整備促進につい

年度から平成 29 年度までの

財務書類等を作成するよう要請しました。

年度決算から「統一的な基準」による

、資産・債務のより適切な管理を図るとともに、

財政運営に関するマジメント力を高め、

き「持続可能な行財政運営」に努めてまいりたいと考えております。

民間企業と同様の複式簿記による発生主義会計を

固定資産台帳を整備することで、現

（資産、負債、純資産の期末残高）

全国統一の基準であるため、団体間での比較が可能となります。

  

とし、4 月 1

の出納整理期間中に整理した収支は基準日までに終了したものとして処理しています。

」により、また

44 年度以降の決算統計

作成･公表しています。

地方公会計の整備（財務書類の作成）は全

地方公共団体間の比較が

公会計の整備促進につい

年度までの 3 年間で

財務書類等を作成するよう要請しました。

「統一的な基準」による

、資産・債務のより適切な管理を図るとともに、

財政運営に関するマジメント力を高め、

き「持続可能な行財政運営」に努めてまいりたいと考えております。 

発生主義会計を採用して

固定資産台帳を整備することで、現

（資産、負債、純資産の期末残高）

全国統一の基準であるため、団体間での比較が可能となります。 

1 日から 5

の出納整理期間中に整理した収支は基準日までに終了したものとして処理しています。

り、また平成 20

年度以降の決算統計

作成･公表しています。

地方公会計の整備（財務書類の作成）は全

地方公共団体間の比較が

公会計の整備促進につい

年間で、すべ

財務書類等を作成するよう要請しました。

「統一的な基準」による

、資産・債務のより適切な管理を図るとともに、作成過程に

財政運営に関するマジメント力を高め、引き続

採用しています。

固定資産台帳を整備することで、現

（資産、負債、純資産の期末残高）を網羅

5 月 31 日まで

の出納整理期間中に整理した収支は基準日までに終了したものとして処理しています。

20

年度以降の決算統計

作成･公表しています。 

地方公会計の整備（財務書類の作成）は全

地方公共団体間の比較が

公会計の整備促進につい

、すべて

財務書類等を作成するよう要請しました。 

「統一的な基準」による

作成過程に

引き続

ます。 

固定資産台帳を整備することで、現

を網羅

日まで

の出納整理期間中に整理した収支は基準日までに終了したものとして処理しています。  
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  ３ 対象範囲 

一般会計等、全体及び連結財務書類の対象となる会計（団体）は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

※１ 公共下水道事業特別会計及び特定環境保全公共下水道事業特別会計については、 

  地方公営企業法の適用に向けた作業に着手しているため、平成 29 年度決算の全体 

財務書類及び連結財務書類の対象団体（会計）に含めていません。 

※２ 連結対象となる第三セクター等は、出資割合が 50％以上の法人です。 

 

 

  

一般会計等

一般会計

港湾事業特別会計

夜間救急診療所事業特別会計

公営事業会計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）

介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定）

後期高齢者医療事業特別会計

公営企業会計（法非適）

千光寺山索道事業特別会計

駐車場事業特別会計

公共下水道事業特別会計 ※１※１※１※１

特定環境保全公共下水道事業特別会計 ※１※１※１※１

漁業集落排水事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

渡船事業特別会計

公営企業会計（法適）

上水道事業

病院事業

地方独立行政法人

公立大学法人尾道市立大学

一組・広域連合

甲世衛生組合

広島県後期高齢者医療広域連合

第三セクター等 ※２※２※２※２

尾道ウォーターフロント開発株式会社

尾道駅前都市開発株式会社

おのみちバス株式会社

公益財団法人平山郁夫美術館

連

結

財

務

書

類

一

般

会

計

等

財

務

書

類

全

体

財

務

書

類
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Ⅱ 財務書類について 

 

財務書類は、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」

の 4 種類で構成され、それぞれ相互に関連しています。 

 この関連を平成 29 年度決算（一般会計等）で表すと、次図のとおりになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 単位未満の金額を四捨五入しているため、各項目の合計が一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の額は、資金収支計算書の「本年度末現金預 

 金残高」の額と一致します。 

② 貸借対照表の「純資産」の額は、純資産変動計算書の「本年度末純資産残高」の額 

と一致します。 

③ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の額は、純資産変動計算書の「純行政コスト」 

の額と一致します。 

④ 貸借対照表の「資産」額は「負債」と「純資産」の合計額と一致します。 

　

　

4億99百万円

11億25百万円

 本年度末現金預金残高  本年度末純資産残高

△4億77百万円

 

 本年度資金収支額

 前年度末資金残高

 本年度末歳計外現金残高

 前年度末純資産残高

　 うち純行政コスト

1,214億66百万円

 本年度純資産変動額

△4億49百万円

貸借対照表（ＢＳ） 行政コスト計算書（ＰＬ）

資金収支計算書（ＣＦ） 純資産変動計算書（ＮＷ）

　負　債

833億52百万円

　　うち現金預金 　純資産

　資　産

2,043億70百万円

純行政コスト

＝

－

11億47百万円

11億47百万円

511億98百万円

△511億98百万円

経常費用 525億88百万円

臨時損失 13億11百万円

経常収益 26億81百万円

臨時利益 20百万円

1,210億18百万円

1,210億18百万円

① ② ③

④
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Ⅲ 貸借対照表 
 
 

 １ 貸借対照表とは 

   貸借対照表（BS：Balance Sheet）は、年度末時点において本市が行政サービスを提供

するために保有している資産と、その資産をどのような財源で取得したのかを示す財務

書類です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表（概略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 単位未満の金額を四捨五入しているため、各項目の合計が一致しない場合があります。 

     また、単位未満の金額があるときは「0」、金額がないときは「‐」としています。 

資　　産 負　　債

純資産

本市が所有している学校、公園、道

路などの将来の世代に引き継げる

社会資本

投資、基金（貯金）など将来現金化

することが可能な資産

借入金（市債）など将来世代が負担

する債務

これまでの世代が既に負担して支

払いが済んでいる財産

△ 82,061 △ 94,848 △ 95,737

繰延資産 - 65 65 【純資産の部】

固定資産等形成分 203,078 244,596 249,501

他団体出資等分 - - 480

資産合計 204,370 257,752 264,095 負債及び純資産合計 204,370 257,752 264,095

純資産合計 121,018 149,748 154,244

△ 30 負債合計 83,352 108,004 109,850

　その他 - 1 20 　その他 5

余剰分（不足分）

1,189 1,190

　棚卸資産 - 54 75 　預り金 499 546 717

　　財政調整基金 5,188 6,542 6,573 　賞与等引当金 627

97 149

　徴収不能引当金 △ 12 △ 30

38 39

　基金 6,948 8,302 8,333 　前受収益 - - -

　未収金 157 2,384 2,512 　未払費用 -

69 151　短期貸付金 23 23 23 　前受金 -

7,267 7,267

　現金預金 1,147 10,682 11,952 　未払金 - 1,779 2,052

流動資産 8,263 21,416 22,885 　1年以内償還予定地方債等 6,306

6,667 7,685

　投資その他の資産 16,362 15,932 14,601 流動負債 7,436 10,984 11,564

　無形固定資産 78 110 116 　その他 -

15,483 15,499

　　物品 2,410 4,275 5,260 　損失補償等引当金 - - -

　　インフラ資産 88,171 113,273 113,273 　退職手当引当金 10,590

　　事業用資産 89,085 102,681 107,894 　長期未払金 - - 160

　有形固定資産 179,666 220,229 226,428 　地方債等 65,326

固定資産 196,107 236,271 241,145 固定負債 75,916 97,020 98,286

74,870 74,942

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】一般会計等 全　体 連　結 一般会計等 全　体 連　結
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２ 貸借対照表の概要 

  【資産の部】 

平成 29 年度末までに一般会計等ベースで 2,043億 70百万円、全体ベースで 2,577 

   億 52百万円、連結ベースで 2,640億 95百万円の資産を形成しています。 

 資産の大部分は有形固定資産で、一般会計等ベースで 1,796 億 66 百万円、全体ベ 

ースで 2,202億 29百万円、連結ベースで 2,264億 28百万円となっています。 

   ◆ 有形固定資産 

     一般会計等ベースの有形固定資産のうち、学校、市営住宅、福祉施設などの事業

用資産は約 50％の 890億 85百万円、道路、橋りょう、トンネル、港湾、漁港、公園

などのインフラ資産は約 49％の 881億 71百万円となっています。 

     一般会計等ベースと比較して、全体ベースの有形固定資産が増加している主な要

因は、上水道事業のインフラ資産や病院事業の土地、建物などの事業用資産などに

よるものです。また、連結ベースの有形固定資産が増加している主な要因は、公立

大学法人尾道市立大学や尾道駅前都市開発株式会社の事業用資産などによるもので

す。 

◆ 投資その他の資産 

 一般会計等ベースの投資その他の資産の内訳の主なものは、公立大学法人尾道市立 

大学や上水道事業、病院事業などへの出資金 43億 52百万円、地域振興基金、土地 

開発基金、地域福祉基金などの基金 106 億 25百万円、おのみちバス株式会社など 

の有価証券 6億 47百万円、市税などの長期延滞債権 5億 24百万円などです。 

   ◆ 流動資産 

     一般会計等ベースと比較して全体ベースの現金預金が増加している主な要因は、 

病院事業や上水道事業、国民健康保険事業特別会計などによるものです。 

     一般会計等ベースの未収金 1億 57百万円の内訳の主なものは、市税約 1億 20百 

万円、諸収入約 23百万円です。 

 

  【負債の部】 

    一般会計等ベースの預り金は、歳計外現金によるものです。 

    一般会計等ベースと比較して全体ベースの固定負債や流動負債が増加している主な 

   要因は、病院事業や上水道事業によるものです。 

 

  【純資産の部】 

資産と負債の差引である純資産は一般会計等ベースで 1,210億 18百万円です。 

これは平成 29 年度末までに形成された固定資産等で、将来にわたって市民サービス 

   に寄与するものです。  
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 Ⅳ 行政コスト計算書 

 

  １ 行政コスト計算書とは 

    行政コスト計算書（PL：Profit and Loss Statement）は、本市が 1 年間に提供し 

た行政サービスにどのくらいコストがかかったのかを計算したものです。 

  福祉、教育、ごみ処理など資産の形成につながらない経常的な行政コストから受 

益者負担（行政サービスの利用者が直接負担する使用料や手数料収入）などを差し 

引いたものが純経常行政コストとなります。 

 

 行政コスト計算書（概略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  ※ 単位未満の金額を四捨五入しているため、各項目の合計が一致しない場合があります。 
    また、単位未満の金額があるときは「0」、金額がないときは「‐」としています。 

   

２ 行政コスト計算書の概要 

【経常費用】 

 行政サービスの提供のためにかかった費用です。一般会計等ベースで 525億 88 

百万円、全体ベースで 1,000億 72百万円、連結ベースで 1,226 億 9百万円となっ 

ています。 

 一般会計等ベースの経常費用 525億 88百万円のうち、約 52％が人件費や物件費 

などの業務費用 275億 46 百万円、約 48％が社会保障給付などの移転費用 250億 

41百万円となっています。 

（単位：百万円）

連結

14,818

5,558

1,347

151

773

41,635

30,687

73,247

2,530

26,492

20,340

49,362

122,609

　　その他の業務費用 1,036

項　　　目 一般会計等 全体

【経常費用】 52,588

　業務費用 27,546

　　人件費 10,661

　　物件費等

18,834

25,504

2,052

　　社会保障給付 12,603

　　他会計への繰出金 4,884

　移転費用 25,041

　　補助金等 7,514

47

83,052

25

1,346

1,232

49,907

2,681

1,449

53,682

11,227

41,635

773

15,850

100,072

46,390

　　その他 40

【純行政コスト】 51,198

　臨時損失 1,311

　臨時利益 20

　　その他

【純経常行政コスト】

【経常収益】

　　使用料及び手数料

103,539

81,731

3,525

14,816

18,341 20,376

102,233

40
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    ◆ 業務費用 

 一般会計等ベースの業務費用のうち物件費等の主なものは、減価償却費 62億 99 

百万円や予防接種委託料約 2億 88百万円、臨時保育士賃金約 2億 91百万円、一 

般廃棄物等収集運搬委託料約 2億 87百万円などです。 

    ◆ 移転費用 

 一般会計等ベースの移転費用のうち補助金等の主なものは、広島県後期高齢者 

医療広域連合負担金約 19億 82百万円、病院事業への負担金約 21億 34百万円、 

尾道市立大学への負担金等約 4億 27百万円、臨時福祉給付金約 4億 20百万円な 

どです。 

 一般会計等ベースと比較して、全体ベースの補助金等が増加している主な要因 

は、国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計などによるもので 

す。また、連結ベースの補助金等が増加している主な要因は、広島県後期高齢者 

医療広域連合によるものです。 

一般会計等ベースの移転費用のうち社会保障給付の主なものは、自立支援給付 

費約 34億 59百万円、生活保護費約 26 億 45百万円、児童手当給付費約 19億 75 

百万円などです。また、他会計繰出金の主なものは、介護保険事業約 22億 45百 

万円、国民健康保険事業約 12億 43百万円など特別会計に対するものです。 

      一般会計等ベースと比較して、全体ベースの社会保障給付が増加している主な 

要因は、国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計によるものです。 

 

【経常収益】 

行政サービスの対価として市民などが負担する使用料や手数料などです。一般会 

計等ベースで 14億 49百万円、全体ベースで 148億 16 百万円、連結ベースで 148億 

18百万円です。 

     一般会計等ベースと比較して、全体ベースの使用料及び手数料が増加している主

な要因は、病院事業、上水道事業によるものです。 

 

【純経常行政コスト】 

 一般会計等ベースの純経常行政コストのうち臨時損失の主なものは、災害復旧事 

業費 9億 20百万円、久保中学校屋内運動場、因島消防署瀬戸田分署、旧土生幼稚園 

園舎の解体などに伴う資産除売却損 1億 70百万円などです。 

 臨時利益は、土地等の資産売却益 20百万円です。  
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 Ⅴ 純資産変動計算書 

 

  １ 純資産変動計算書とは 

    純資産変動計算書（NW：Net Worth Statement）は、貸借対照表の純資産額、つまり

資産から債務を差し引いた残りが、1 年間でどのように変動したかを表したものです。 

総額としての純資産の変動だけでなく、それがどういった財源や要因で増減したの 

   かや、受益者負担などで賄えなかった行政コストがどのような財源で賄われているの 

かを把握することができます。 

 

    純資産変動計算書（概略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※ 単位未満の金額を四捨五入しているため、各項目の合計が一致しない場合があります。 

      また、単位未満の金額があるときは「0」、金額がないときは「‐」としています。 

 

  ２ 純資産変動計算書の概要 

◆ 本年度差額 

平成 29 年度の一般会計等ベースにおいては、純行政コスト（△）511億 98百万 

円に対し、財源となる税収等 372億 33百万円や国県等補助金 134億 69百万円の 

合計が 507億 3百万円となり、発生したコスト（減価償却費や引当金を含めたフル 

コスト）を財源で賄いきれていないことが分かります。 

◆ 無償所管替等 

一般会計等の無償所管替等 5百万円の主なものは、年度中に調査判明した固定資 

産の計上や誤記載の訂正、寄付等によるものです。 

◆ 本年度純資産変動額 

 平成 29 年度においては、純資産が一般会計等ベースで 4億 49百万円の減少となっ 

（単位：百万円）

前年度末純資産残高　Ａ

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

資産評価差額

無償所管換等

比例連結割合変更に伴う差額

その他

本年度純資産変動額　Ｂ

本年度末純資産残高　Ａ＋Ｂ 121,018

50

40 △ 13

609 437

149,748 154,244

- - △ 20

34,656

519 420

0 0

△ 103,539

83,571 103,959

59,344 69,303

0

5

41

△ 449

149,138

△ 83,052

24,227

50

△ 51,198

50,703

37,233

13,469

△ 495

項　　　　目 一般会計等 全体 連結

121,466 153,808
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たのに対し、全体ベースでは 6 億 9百万円、連結ベースでは 4億 37百万円の増加と 

なりました。 

◆ 本年度末純資産残高 

結果、年度末純資産残高は一般会計等ベースで 1,210億 18百万円、全体ベース 

で 1,497億 48百万円、連結ベースで 1,542億 44百万円になりました。 
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 Ⅵ 資金収支計算書 

 

  １ 資金収支計算書とは 

    資金収支計算書（CF：Cash Flow Statement）は、1 年間の現金（資金）の流れを 

「業務活動収支の部」「投資活動収支の部」「財務活動収支の部」の３つに分けて表 

した財務書類です。 

  どのような活動に資金を使用しているかを読み取ることができます。 

 

   資金収支計算書（概略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ※ 単位未満の金額を四捨五入しているため、各項目の合計が一致しない場合があります。 
       また、単位未満の金額があるときは「0」、金額がないときは「‐」としています。 

 

 

 

（単位：百万円）

業務支出

　業務費用支出

　移転費用支出

業務収入

臨時支出

臨時収入

【投資活動収支】　Ｂ

投資活動支出

投資活動収入

【財務活動収支】　Ｃ

財務活動支出

財務活動収入

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

項　　　　　目 一般会計等 全　体 連　結

【業務活動収支】　Ａ 4,119 6,915 7,308

46,383 90,151 112,293

21,341 36,469 39,049

25,041 53,682 73,244

51,058 97,637 120,063

920 939 939

363 368 478

△ 10,079 △ 12,677 △ 13,088

14,006 16,799 17,117

3,928 4,122 4,030

5,483 5,173 5,106

6,341 7,284 7,350

11,824 12,456 12,456

本年度末資金残高　Ｄ＋Ｅ＋Ｆ 648 10,183 11,453

本年度資金収支額　Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝Ｄ △ 477 △ 589 △ 673

前年度末資金残高　Ｅ 1,125 10,772 12,134

比例連結割合変更に伴う差額　Ｆ - - △ 8

1,147 10,682 11,952

499 499 499
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  ２ 資金収支計算書の概要 

 平成 29 年度の一般会計等ベースの資金収支は、業務活動収支で 41億 19百万円、財 

務活動収支で 54億 83百万円のプラスとなったものの、投資活動収支で 100億 79百万 

円のマイナスになったため、差引 4億 77百万円のマイナスとなり、本年度末資金残 

高が減少しています。 

全体ベースの本年度資金収支額が一般会計等と比較して減少している主な要因は、 

介護保険事業特別会計、国民健康保険事業特別会計、上水道事業などによるものです。 

また、連結ベースの本年度資金収支額が全体ベースと比較して減少している主な要 

因は、広島県後期高齢者医療広域連合などによるものです。 

◆ 業務活動収支 

一般会計等ベースの業務活動収支のうち、支出の主なものは、業務費用支出とし 

て人件費 107億 17百万円、物件費等 96 億 33百万円など、移転費用支出として福 

祉、医療、子育てなどの社会保障給付 126 億 3百万円、補助金等 75億 14百万円、 

他会計への繰出金 48億 84百万円などです。 

  収入の主なものは、税収等372億 37百万円、国県等補助金118億 36百万円です。 

 一般会計等ベースと比較して、全体会計ベースの業務費用支出が増加している主 

 な要因は、病院事業や上水道事業、介護保険事業特別会計などによるものです。 

また、移転費用支出が増加している主な要因は、全体会計ベースでは国民健康 

保険事業特別会計や介護保険事業特別会計など、連結会計ベースでは広島県後期高 

齢者医療広域連合などによるものです。 

◆ 投資活動収支  

一般会計等ベースの投資活動収支のうち、支出の主なものは公共施設等の整備 

75億 22百万円、基金積立 49億 29百万円、貸付金支出 15億 55百万円です。 

収入の主なものは貸付金元金回収15億 37百万円、国県等補助金12億 70百万円、 

    基金取崩 10億 73百万円です。 

◆ 財務活動収支 

一般会計ベースの財務活動収支のうち、支出は地方債の償還金 63億 41百万円、 

収入は地方債発行収入 118億 24百万円です。 
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 Ⅶ 財政指標 

 

 

 

１ 市民１人当たりの資産額 

一般会計等 全  体 連結 

148 万円 186 万円 191 万円 

【計算式】資産合計÷住民基本台帳人口 ※ 
 

 

 

 

２ 市民１人当たりの負債額 

一般会計等 全  体 連結 

60 万円 78 万円 79 万円 

【計算式】負債÷住民基本台帳人口 ※  

 
 
 
 

３ 市民１人当たりの純行政コスト 

一般会計等 全  体 連結 

37 万円 60 万円 75 万円 

【計算式】純行政コスト÷住民基本台帳人口 ※ 
 
 
 

 

４ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

一般会計等 全  体 連結 

64.5％ 61.9％ 61.5％ 

【計算式】減価償却累計額 ÷（有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額） 
 
 
 
 

５ 純資産比率（総資産に対する返済義務のない純資産の割合） 

一般会計等 全  体 連結 

59.2％ 58.1％ 58.4％ 

【計算式】純資産 ÷ 総資産 

 

 

 

 

※住民基本台帳人口 138,396 人（H30.3.31 現在）※ 
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 Ⅷ 用語解説 

  

  貸借対照表（ＢＳ） 

事業用資産 
インフラ資産及び物品以外の公共サービスを行うための資産（学校、市営
住宅、庁舎など） 

インフラ資産 社会生活の基盤となる資産（道路、橋りょう、公園など） 

投資その他の資産 
出資金、長期延滞債権、基金（財政調整基金など流動資産に区分されるも
のを除く）など 

未収金 納付期限から 1 年を超えていない税や使用料など 

短期貸付金 貸付金のうち翌年度に償還期限が到来するもの 

棚卸資産 販売目的で保有する資産 

徴収不能引当金 未収金などの将来の回収不能額を事前に見積もったもの 

地方債 借入れた資金のうち、償還期限が 1 年超のもの 

退職手当引当金 
期末時点に全職員が自己都合で退職したと仮定して算出した退職金の総
額 

前受収益 
継続して役務の提供を行う場合、基準日において提供していない役務に対
して支払いを受けたもの 

賞与等引当金 基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び法定福利費 

固定資産等形成分 
市が調達した資金を充当して資産形成を行った場合、その資産の残高（減
価償却累計額の控除後）を指す 

余剰分（不足分） 市が費消可能な資源の備蓄で、原則として金銭の形態で保有されるもの 

 

  行政コスト計算書（ＰＬ） 

物件費等 物件費、維持補修費、減価償却費など 

物件費 光熱水費、消耗品、委託料などといった消費的性質の経費 

移転費用 
補助金、児童福祉・生活保護・医療費給付などの社会保障費や他会計への
繰出金など 

臨時損失 災害復旧事業費、資産除売却損など 

臨時利益 資産売却益など 

 

  純資産変動計算書（ＮＷ） 

純行政コスト 行政コスト計算書の収支尻である純行政コストと連動 

資産評価差額 有価証券などの評価差額 

無償所管換等 
過年度に取得した資産が判明した場合や、無償で譲渡または取得した固定

資産の評価額など 
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資金収支計算書（ＣＦ） 

業務活動収支 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出されるもの 

業務費用支出 人件費、物件費、地方債などに係る支払利息など 

移転費用支出 補助金、社会保障給付、他会計への繰出金など 

業務収入 税、国県等補助金、使用料及び手数料など 

投資活動収支 学校、公園、道路などの資産形成や、投資、貸付金などの収入、支出など 

投資活動支出 公共施設等整備費、基金積立金、貸付金など 

投資活動収入 施設整備等の財源となる国県等補助金、土地などの資産売却収入など 

財務活動収支 
市債、借入金などの借入、償還など、資金の調達や運用に関係する収入と
支出 

財務活動支出 市債の償還など 

財務活動収入 市債の借入など 

 


